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市町行財政総合相談窓口の取組
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複雑・多様化する地域行政のニーズ等を的確に把握し、県の支援策の参考
とするとともに、住民に接している現場の市町の悩み、課題について、相
談をワンストップで受け付け、課題解決を図る。
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H29 H30 R1 R2 計

件数 254 159 125 178 716

事例

• 新型コロナウイルス感染症に伴う地方税の猶予制度
• 新型コロナウイルス感染症に係る職務専念義務免除
• ワクチン接種体制整備の予算措置
• 長と議会との関係 (再議・不信任決議等)
• 地方債の対象とする事業の適否
• 県の新しい助成制度への意見　　　など

窓口に寄せられた相談のうち、他団体でも悩みうる汎用性の高い事例
について、その対応方法や考え方を取りまとめて公表

出版社から「全国でも見られ
ない価値ある情報」との申し

出を受けて書籍に！
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全国知事会先進政策バンク
優秀政策受賞

県独自の取組が
全国に発信されることに



県市町

●市町との連携は、「総合相談窓口」のほか「行政経営研究会」

　の取組を通じて対策を具体化（行政経営研究会は、今年度、
　新規２テーマを含む12のテーマに取り組む。）

●「ガイドブック」は、今年度中に更なる内容充実を予定

　　●窓口に寄せられた相談から顕著となった市町行政運営上の課題

　　●ウィズコロナ、アフターコロナなどによる新たな課題に対する
　　　限られた資源による効率的な運営の実現
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